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はじめに

　平成28年度の診療報酬改定で新
設された排尿自立指導料の算定が開
始となった．当院は，急性期病院で
あるため，急性期の患者が多い．短
期間のうちに該当患者を抽出して評
価し，ケアを提供することによって
患者のQOL向上を図らなければな
らない．そのため，システムを構築
することにより，病棟と排尿ケアチ
ームがスムーズに連携することが必
要となる．今回，排尿自立指導料算
定に向けての取り組みを開始するに
あたって，当院でどのように体制づ
くりを進めたか，その過程について
説明する．

排尿ケアチームの設置

　排尿自立指導料の算定には，排尿
に関するケアにかかわる専門的な知
識を有した多職種（医師，看護師，
理学療法士）からなる「排尿ケアチ
ーム」の設置が必要であるため（図

１），メンバーの決定から着手した．
排尿自立指導料は新設の診療報酬収
載項目であるため，算定上の留意点
や院内における算定の手順を整える
ために，まず医事課の職員をメンバ
ーに加えた．また，排尿自立指導料
の特徴として病棟看護師との連携が
必要となってくるため，病棟リンク
ナースを設置し，その連携をスムー
ズにするよう配慮した．同時に，シ
ステムの構築過程においては管理者
の視点が必要になることを踏まえ，

病棟の看護管理者をキーナースとし
てシステムを構築することとした．

排尿自立指導マニュアルの
作成

　排尿自立指導料の算定にあたって，
日本創傷・オストミー・失禁管理学
会が編集した『平成28年度診療報
酬改定「排尿自立指導料」に関する
手引き』を参考にして準備を進めて
いった．排尿自立指導料は，下部尿
路機能障害を有する患者に対して，
病棟でのケアや多職種チームの介入
による下部尿路機能の回復のための
包括的排尿ケアを評価するものであ
り，４ステップを踏まえた手順を作
成する必要がある（図２）．
　対象は，すべての尿道カテーテル
留置患者である．対象者が多い病棟

図１ 排尿ケアチームの構成
厚生労働省：平成28年度診療報酬改定について 第２．改定の概要　平成28年度診療報酬改定説明（医科）その６．（http://www.mhlw.go.jp/
file/06-Seisakujouhou-12400000-Hokenkyoku/0000115983.pdf）より引用

イ：下部尿路機能障害を
有する患者の看護に従事
した経験を３年以上有し，
所定の研修（16時間以
上）を修了した専任の常
勤看護師

看護師

ア：下部尿路機能障害を
有する患者の診察につい
て経験を有する医師

ウ：下部尿路機能障害を
有する患者のリハビリテ
ーション等の経験を有す
る専任の常勤理学療法士

医師 理学療法士

ケアチームが進める 
排尿自立指導の実際

東京大学医学部附属病院 看護部／皮膚・排泄ケア認定看護師

小栁礼恵
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から開始して徐々に範囲を拡大して
いる．当院では，外科系病棟では骨
盤内手術件数が多い泌尿器科・女性
外科（婦人科），大腸肛門科，神経
因性の尿路機能障害リスクが高い整
形外科・神経内科を対象とした．急
性期病院であるため，患者の経過が
早く，外科系ではクリニカルパス等
で術後から尿道カテーテル抜去まで
のスケジュールが一定しており管理
がしやすい．慢性期の患者が多い病
棟では，看護計画立案の際に，評価
日を設定して定期的に介入するとよ
いと思われる．
　当院のマニュアルの記載事項は，
①排尿自立指導料について，②対象
患者と選定方法，③コンサルト方法，
④診療計画書の記載方法，⑤下部尿
路機能障害の評価方法，⑥残尿測定

方法，⑦骨盤底筋肉運動と評価につ
いてであり，マニュアルをもとに講
習会を実施している．

コンサルト手順の作成

　コンサルトの手順を図３に示した．
コンサルト手順では，病棟で実施す
るべきこと，チームでかかわる部分
を明確にすると同時に，診療報酬を
算定するために必要な記録物（カル
テ記録，診療計画書記録，排尿記録
等）についても説明する．

排尿自立指導に関する
診療の計画書の作成と実際

　病棟看護師と排尿ケアチームが連

携して患者ケアを行い，効果判定と
して下部尿路機能障害の評価をする
ために，「排尿自立指導に関する診
療の計画書」を作成する（表１，
p.12）．以下に，記入の手順を説明
する．

１．病棟で行うこと
　病棟では，受け持ち看護師が，①
下部尿路機能障害を有する患者の抽
出，②下部尿路機能評価のための情
報収集，を記載する．②の情報収集
では，排尿記録を作成し患者に記載
してもらい記録へ残す．その際，残
尿測定し残尿量を記載する．排尿記
録は，患者が評価した結果を経過記
録に残す．残尿測定方法には，医師
の指示にもよるが，カテーテルによ
る導尿，膀胱用超音波画像診断装置

平成28年度診療報酬改定

手術等医療技術の適切な評価

下部尿路機能障害を有する患者に対するケアの評価

下部尿路機能障害を有する患者に対して，病棟でのケアや多職種チームの介入による下部尿路機能の回復のための 
包括的排尿ケアについて評価する．

（新）排尿自立指導料　　　　　200点（週1回）

【主な算定要件】
①対象患者：尿道カテーテル抜去後に，尿失禁，尿閉等の下部尿路機能障害の症状を有する患者．
　　　　　　尿道カテーテル留置中の患者であって，尿道カテーテル抜去後に下部尿路機能障害を生ずると見込まれる者．
②算定回数： 週1回，計6回を限度として算定する．排尿ケアチーム及び病棟の看護師等のいずれか一方しか関与しなかった週は算定でき

ない．

① 下部尿路機能障害
の症状（尿失禁，
尿閉等）を有する
患者の抽出．

排尿自立の可能性
の評価

② 下部尿路機能評価
のための情報収集．

 

・排尿日誌
・残尿測定　等

③ 下部尿路機能障害
を評価し，排尿自
立に向けた計画策
定．

包括的排尿ケアの
計画

④ 包括的排尿ケアの
実施，評価．

・排尿誘導
・生活指導
・ 排尿に関連する

動作訓練
・薬物療法　等

病棟の看護師等

病棟の看護師等
＋

排尿ケアチーム

［施設基準］
①以下から構成される排尿ケアチームが設置されていること．
　ア　下部尿路機能障害を有する患者の診療について経験を有する医師
　イ　下部尿路機能障害を有する患者の看護に従事した経験を3年以上有し，所定の研修（16時間以上）を修了した専任の常勤看護師．
　ウ　下部尿路機能障害を有する患者のリハビリテーション等の経験を有する専任の常勤理学療法士．
② 排尿ケアチームは，対象患者抽出のためのスクリーニング及び下部尿路機能評価のための情報収集等の排尿ケアに関するマニュアルを作

成し，保健医療期間内に配布するとともに，院内研修を実施すること．

図２ 排尿自立指導料の概要
厚生労働省：平成28年度診療報酬改定について 第２．改定の概要 平成28年度診療報酬改定説明（医科）その６．（http://www.mhlw.go.jp/
file/06-Seisakujouhou-12400000-Hokenkyoku/0000115983.pdf）より引用
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ないため，評価の時期を確実に設定
しないと算定できずに退院すること
もある．そのため，スケジュール管
理は重要である．また，ケア計画は
手引きを参考にし，個別性を考慮し
たケア内容を立案することにより質
の高いケアが提供できる．記録の手
順を図４（p.13）に示す．

２．排尿ケアチームが行うこと
　排尿ケアチームでは，③-１下部
尿路機能障害の評価，③-２排尿自
立に向けた計画策定，を記載する．
下部尿路機能障害の評価を実施する
際は，手引きの項目の解釈を参考に
して評価する．入院中に「患者抽出
→情報収集→評価→計画立案→評価」
し，診療報酬を算定しなくてはなら

による測定，携帯型超音波画像診断
装置による測定等がある．携帯型超
音波画像診断装置の使用は，残尿量
測定だけではなく，骨盤底筋運動の
評価にも使用できるため，多くの使
い方が期待できる．
　WOCNは残尿測定を実施すると
ともに，PTと協働して骨盤底筋運
動の実施指導評価を行う．

図３ 実際の排尿自立指導の運用
小栁礼恵：“排尿自立指導”の具体的な進み方．エキスパートナース 2016；32（11）：93．より引用

①
依
頼
ま
で

②
依
頼
後

【下部尿路機能障害の症状を有する患者の抽出】

ここまで病棟で行う
例えば，
●残尿測定
●下部尿路機能障害が

ある場合の24時間
排尿記録の記載

排尿ケアチームへの
コンサルト

尿道カテーテル抜去後に下部尿路機能障害が予
測される場合．
●尿閉／排尿困難（残尿量100mL以上）
●尿失禁

経過観察

尿道カテーテル抜去後に下部尿路機能障害があ
る場合．
●尿閉
●排尿困難（残尿量100mL以上）
●尿失禁
●重度の頻尿（15回以上/日）
※残尿エコーが必要な場合は，排尿ケアチーム

は皮膚・排泄ケア認定看護師へコンサルト

尿道カテーテル留置中 尿道カテーテル抜去後

１つでも「ある」 「ない」

「ない」 １つでも「ある」

病棟受け持ち医師，看護師で情報共有後，
カルテ「看護コンサルト」

「排尿自立指導に関する診療計画書 排尿自立指導」
へ記入し，排尿ケアチーム皮膚・排泄ケア認定看護師へ電話連絡．

ケア計画のもと，病棟で排尿ケアを実施

排尿ケアチーム

●医師　●看護師　●リハビリテーション部

【チームによる患者評価，ケア計画立案】

【ケア計画確認，実施】

●ケア計画確認後，実施を記録する
１週間

（資料：東京大学医学部附属病院 排尿ケアチーム）

B005-9　排尿自立指導料
（７）排尿ケアチームが当該患者の状況を評価するなど
何らかの関与を行うとともに，病棟の看護師等が包括的
排尿ケアの計画に基づいて患者に対し直接的な指導・援
助を行った場合について，週１回に限り６回まで算定で
きる
チームと病棟のいずれか片方のみでは算定できない．

24時間排尿記録を実施

排尿ケアチームによるラウンド（週に１回）
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ここまで
病棟で行う
① 下部尿路機

能障害の症
状を有する
患者の抽出

② 下部尿路機
能評価のた
めの情報収
集

排尿ケアチ
ームによる
評 価・計 画
立案
③-1 下部尿路
機能障害の評
価
③-2 排尿自立
に向けた計画
策定

情報収集②
残尿量の測定

携帯型の超音波画像診断装置を用いた残尿測定の例

氏名　　　　　　殿　　男　女　　病棟　　　　　記入看護師　　　　　　計画作成日　　・　　・　　
年齢　　　歳　　尿道カテーテル留置日　　・　　・　　　　主疾患　　　　　　　　　　　　　　　　
留置の管理状況　1．絶対的な適応（尿量測定・局所管理）　2．相対的な適応
※留置の管理状況が「２．相対的な適応」であった場合のみ，以下のアセスメントを行う．

①下部尿路機能障害の症状を有する患者の抽出
〈尿道カテーテル抜去後に下部尿路機能障害が予想される場合〉

尿閉/排尿困難（残尿量100mL以上） ある　　ない 「ある」が１つ以上の場合，排尿ケ
アチームに相談する尿失禁 ある　　ない

〈尿道カテーテル抜去後に下部尿路機能障害がある場合〉

尿道カテーテル抜去日　　　　・　　　・　　　　 「ある」が１つ以上の場合，排尿日誌と残尿
量測定後に，排尿ケアチームに相談する

尿閉 ある　ない ②下部尿路機能評価のための情報収集
排尿困難（残尿量100mL以上） ある　ない 排尿日誌記録日　　　　・　　　・　　　　
尿失禁 ある　ない 残尿量　　　　　　　　mL

重度の頻尿（15回以上/日） ある　ない

③-1．下部尿路機能障害の評価
〈排尿ケアチーム（　　　　　　　　　）による評価〉　日付　・　・　

スコア ０ １ ２

排
尿
自
立
度

移乗・移動 自立 一部介助 ほとんど介助
トイレ動作 自立 一部介助 ほとんど介助
収尿器の使用 なし/自己管理 一部介助 ほとんど介助
パッド・おむつの使用 なし/自己管理 一部介助 ほとんど介助
カテーテルの使用 なし/自己導尿 導尿（要介助） 尿道留置カテーテル

下
部
尿
路
機
能

尿意の自覚 あり 一部なし ほとんどなし
尿失禁 なし 一部失禁 ほとんど失禁
24時間排尿回数（　　/日） ～７回 ８～14回 15回～
平均１回排尿量（　　mL） 200mL～ 100～199mL ～99mL
残尿量（　　mL） ～49mL 50～199mL 200mL～

排尿自立度（　　　）点＋下部尿路機能（　　　）点＝合計（　　　　）点

③-2．排尿自立に向けた計画策定
〈排尿ケアアセスメント〉

〈包括的排尿ケア計画〉

看
護
計
画

項目 計画
排尿自立
下部尿路機能

リハビリテーション
薬物療法

泌尿器科による精査・治療

 日本創傷・オストミー・失禁管理学会，日本老年泌尿器科学会，日本泌尿器科学会，日本排尿機能学会の共同作成

排尿自立指導に関する診療の計画書

（一般社団法人日本創傷・オストミー・失禁管理学会編：平成28年度診療報酬改定「排尿自立指導料」に関する
手引き．照林社，東京，2016：21．より引用．記載の分担例は東京大学医学部附属病院の場合）

情報収集①
排尿日誌の記載

（日本排尿機能学会
ホームページより）

小栁礼恵：“排尿自立指導”の具体的な進み方．エキスパートナース 2016；32（11）：95．より引用

表１ 排尿自立指導に関する診療の計画書
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図４ 記録の手順
小栁礼恵：“排尿自立指導”の具体的な進み方．エキスパートナース 2016；32（11）：97．より引用

（資料：東京大学医学部附属病院看護部／排尿ケアチーム）

排尿ケアチー
ム に よ る 評
価・計画
● 病棟と共有．

診療報酬算定上
は，これらを患者
ごとのサマリー
にして提出して
いる．

③電子カルテ：評価・排尿自立計画

病棟での入力（受け持ち看護師）
● いずれか1つ以上該当する場合は残

尿測定実施後，各排尿ケアチーム
へ依頼．

病棟での入力（受け持ち看護師）
● 排尿ケアチーム介入までに24時間

排尿記録を実施．

①電子カルテ：情報収集の入力

病棟での入力
● 看護コンサルテーションをWOCN

に依頼．

②電子カルテ：看護コンサルテーション
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てきたケアの見直しが診療報酬算定
を機会に実施することができた．ま
た，システムを構築することにより，
院内の診療科により排泄ケアのばら
つきが明確になり，看護の面からで
なく医師も排泄ケアに興味を持つ良
い機会となった．今後，構築したシ
ステムの見直しと，介入評価を計画
的に実施し，ケアの質向上に努めた
い．

参考文献
1） 日本創傷・オストミー・失禁管理学会：平成28

年度診療報酬改定「排尿自立指導料」に関する
手引き，照林社；2016：19．

知徹底を図り，引き続き「病棟リン
クナース」への研修を企画した．リ
ンクナースに対しては，最初に残尿
測定方法の種類と利点・欠点を説明
した．当院では導入病棟が限られて
いたため，対象病棟のリーダーナー
スをメインとして，下部尿路機能障
害の評価方法，骨盤底筋運動の実施
と評価方法について研修した．そし
て，理解を得られた後に，携帯型超
音波画像診断装置による骨盤底筋運
動の評価方法と残尿測定方法につい
て研修を実施した．

おわりに

　排尿自立指導料の算定を開始し約
６か月が経過した．普段から実施し

院内研修について

　排尿自立指導料算定のため施設基
準の中に，「院内研修を実施する」
ことが記されている．手引きの推奨
研修として，「院内全職員」「病院看
護師全体」「病院リンクナース」お
よび「排尿自立指導」を実施する病
棟看護師を対象とした研修が挙げら
れている．導入研修では，「院内全
職員」「病院看護師全体」を対象とし，
以下の内容のものとした．
・排尿自立指導料とは
・排尿ケアチームとは
・対象患者とコンサルト方法
・�診療計画書の作成方法とケアの手
順
　これらの内容について，院内に周

本誌に掲載する著作物の複
製権，翻訳権，公衆送信権（当
社WEB上での公開等）は，
アルケア株式会社が保有し
ます．

本書に記載されている治療法やケアに関する内容は，筆者の考えにもとづくものです．
したがって実際の治療やケアにあたっては，薬剤や創傷被覆材ならば添付文書，そ
の他の製品については使用説明書を確認の上，本書に記載されている内容が個々の
患者様での使用にあたり適正であるか，読者御自身で細心の注意を払われることを
要望いたします．

小誌へのお問い合わせ，
ご意見は上記学術部へ

お寄せ下さい．

編集後記
　2017年はじめの号を発行します．昨年から保険収載になった「排尿自立
指導料」に関連し，排尿障害について取り上げました．排泄は人の尊厳に
かかわることです．今後，高齢化が進み，ますます重要な治療・ケアと考
えます．この号が，皆様のお役に立てれば幸いです．
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